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（ウ）EPMA による元素分析 

EPMA 測定結果を表 1.4-18、図 1.4-56 および図 1.4-57 に示す。Cl の浸透深さは表面からおおよ

そ 1mm と僅かであった。 

 

表 1.4-18 試験体の元素マッピング(EPMA) 
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図 1.4-56 コンクリート試験体表面からの元素濃度分布 

(上段：普通コンクリート N40C、下段：対策コンクリート NFE40C) 

 

 

図 1.4-57 普通コンクリートおよび対策コンクリートの Cl 濃度分布 

 

④まとめ 

本項では、最終処分場のコンクリートピット断面を模擬し、焼却飛灰の吸湿によるコンクリー

トの収縮挙動について画像相関法を用いて検討を行った。実験に際し、水セメント比および調合

の異なるコンクリートを用い、焼却飛灰がコンクリートに対して接触・非接触の 2 水準を想定、

また、乾燥条件についても温度水準 20℃・40℃および恒温槽内の相対湿度下での検討と湿潤状態
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での検討を行った。その結果以下の知見が得られた。 

・デジタル画像相関法によって得られる各試験体が示す自由拘束ひずみ分布の概形は、乾

燥 7 日までに決定されると考えられる。 

・普通コンクリートに比べて、対策コンクリートは水分拡散係数が小さいため、乾燥面付

近ではモルタルの収縮が進むものの、内部への収縮の進展に対して抑制効果があることが

確認された。また、40℃では試験体全体が収縮挙動を示したが、対策コンクリートは普通

コンクリートに比べると鈍い挙動であり、この点でも抑制効果があると確認された。 

・焼却飛灰の添加方法の比較では、乾燥温度 40℃において、接触水準の試験体の方が非接

触水準に比べ、より収縮することが見られた。 

・試験体の乾燥条件・調合条件の違いから、試験体の質量の経時変化に差が生じることが

確認された。 

・飛灰を直接コンクリートに接触させた試験体の Cl 浸透量は僅かであったが対策コンクリ

ートでは浸透は抑制された。Cl 浸透量が少ないのは飛灰が吸湿することでコンクリート

の含水率が低下し、Cl が移動しなかったためと考えられる。 

 

本検討で、画像相関法を用いた普通コンクリートと対策コンクリートの比較により、対策コン

クリートが乾燥収縮の進展に対して抑制効果があることが分かった。対策コンクリートのように、

フライアッシュを入れたコンクリートは、フライアッシュの水和により長期的な強度増進と緻密

性の増大が期待される。本実験のように飛灰側の乾燥面付近では収縮が進み表層のひび割れは生

ずるかもしれないが、内部まで生ずる貫通ひび割れが抑制されるため、飛灰の吸湿をうけるコン

クリートピット内部など飽和塩が発生しうる状況では、部材中に用いる鉄筋を保護する性能から

見た場合、フライアッシュを添加し、水セメント比を小さくしたコンクリートの方が望ましいと

言える。 

 

2)コンクリートの変改挙動解析 

(a)コンクリートの変形挙動の解析 

①解析対象コンクリートの物性値 

本解析では、仕様 a（ダブル配筋の S 社タイプ）と仕様 b（シングル配筋の T 社タイプ）を検

討したが、これらに物性の変化はなく、配筋が異なる状況となっている。 

解析では、普通ポルトランドセメントで、水セメント比 0.30 程度のものを対象としている。 

 

表 1.4-19 解析対象コンクリート物性値 

仕様 ヤング率

(N/mm2) 

ポアソン

比 

圧縮強度

(N/mm2) 

引張強度

(N/mm2) 

最大骨材粒径

(mm) 

(a)および (b) 32000 0.18 55.0 3.91* 20 

  JCI マスコン指針式による 
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②解析に用いた構成則の概要 

ここで示す解析は 3 次元の水分移動 FEM 解析と、水分移動解析によって推察される含水率か

ら乾燥収縮ひずみを予測し、それを等価接点力として力の釣り合いをとく、3 次元応力 FEM 解析

を連成したものである。 

 

（ア）水分移動解析 

多孔体中の水分移動については、液水と水蒸気を分けて考え、ポテンシャルを多孔体中の水の

化学ポテンシャルとするのが望ましいが、硬化がある程度進み、空隙構造が変化しなくなってか

らの水分移動であれば、化学ポテンシャルによって定まる含水率は、ヒステリシスの問題を考慮

しなければ、一意に定まるので、含水率や相対含水率をみかけの駆動力とする水分移動であって

も、確度の高い解析が可能となる。 

ここでは、この簡易の含水率を駆動力とした手法を採用した。式(1)を支配方程式とし、式(2)

を境界条件とし用いることとした。 

	

ݓ߲
ݐ߲

ൌ
߲
ݔ߲

ሻݓሺܦ
ݓ߲
ݔ߲

൅ ሶܹ 			               式ሺ1ሻ 

 

௪ܬ  ൌ ܣ ∙ ሻݓሺܦ
ቀ
௪

௪బ
ቁ െ ቀ

௪೐೙ೡ

௪బ
ቁ

݀௘௡௩
																		      																式ሺ2ሻ 

ここで、w : コンクリート中の体積含水率(g/m3) 、 ሶܹ  : 水分の消費・生成量(g/m3/s)、 

D(w) : コンクリートの含水率を駆動力とした拡散係数(m2/s)、Jw : 境界面からの水分逸散量(g/s)、

A : 境界面積(m2)、w/w0 : 相対含水率、wenv/w0 : 空気湿度から算出した外気含水率、denv : 境界

面と空気の間の遷移区間を仮想的にセメント硬化体の長さで換算した値(m)である。相対含水率と

水分移動係数は、図 1.4-58 に示される関係を用いた。 

 

 
図 1.4-58 相対含水率と水分移動係数との関係 
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（イ）含水率とひずみの関係 

水分移動の解析は、乾燥収縮ひずみを求めることが目的である。応力解析において収縮応力の

駆動力となる自由ひずみは、含水率とひずみの関係を定めることによって求めた。各湿度の平衡

含水率とひずみの関係は、長さ変化等温線と吸着等温線によって求められる。ここでは、図 1.4-59

に示される関係を用いた。 

 

 
図 1.4-59 相対含水率とコンクリートの収縮ひずみの関係 

 

（ウ）応力・ひび割れ解析 

本検討では、コンクリートに生ずるひび割れを予測する上で、エネルギー保存則に基づく有限

要素法を用いて評価した。解析にあたり、8 接点アイソパラメトリック要素によってコンクリー

トを評価するとともに、鉄筋をライン要素、および鉄筋とコンクリートの付着については、ボン

ド要素を採用した。本解析でひび割れを評価するにあたり、コンクリートの応力ひずみ関係を適

切に評価することが重要である。以下、その手法について簡易に述べる。 

 本検討では引張応力下のコンクリートは、ひび割れ発生前は線形弾性体と仮定し、応力がコン

クリートの引張破壊基準を満足するとき、最大主引張応力に垂直な方向にひび割れが発生するも

のとして考えた。また、一度発生したひび割れの方向は固定とする固定分布ひび割れ帯モデルを

用いた。すなわち、局所座標系に対して次式に表されるひび割れ後の応力－ひずみ関係の方向を

固定し採用する。 

    cr cr crD                     式(3) 

ここで 

0

0 0

[ ] 0 0

0 0

cr

cr

E

D Ec

G

 
   
  

                式(4) 
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 マトリクス [ ]crD は局所座標系（ひび割れ方向)でのマトリクスであるため、ひび割れ発生時の

主応力方向から座標変換マトリクスを用いて全体座標系に変換する必要がある。 

 

      1

cr r cr rxy
D T D T

                 式(5) 

 
2 2

2 2

2 2 2

cos sin 2cos sin

sin cos 2cos sin

cos cos sin cos sin
r

θ θ θ θ

T θ θ θ θ

θ θ θ θ θ

 
   
   

        式(6) 

  

コンクリートに生じる最初のひび割れは通例、主応力( 1 、 2 )によって判定されるが、本検討で

は、最大主応力に依存したひび割れ判定を実施した。ここで、引張強度を tf とすると、次式で与

えられる。 

 

1 tσ f                       式(7) 

 

 本研究では、ひび割れ後の引張軟化の構成則として、1/4 モデルを採用した。これは、図 1.4-60

に示すように、ひび割れと直行方向の応力－ひずみ関係を、ひび割れ要素の構成則として用いる

ものである。ひび割れ発生後のひび割れ直行方向の剛性 crE は、図 35 に示す 1/4 モデル上の、現

在のひずみ－応力点と原点を結んだ傾きである。すなわち、ひび割れ発生後に除荷が起きる場合

には、塑性域は生じないものとし、原点指向型とした。また 2 軸引張応力下にある要素において、

最大主引張応力直行方向にひび割れ（以下、1 次ひび割れ）が発生後、ひび割れ方向で引張応力

が生じるケースについては、ひび割れ方向の剛性は健全なコンクリートの剛性の 1/3 とし、その

後引張破壊基準に達した（以下、2 次ひび割れ）後は、1 次ひび割れと同様に、1/4 モデルにした

がって引張剛性の軟化を考慮することとした。 

 

 

図 1.4-60 引張軟化曲線(1/4 モデル) 
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せん断剛性の低下はせん断剛性低減係数 βを用いて、以下の式で考慮した。 

 

0crG β G ・                                    式(8) 

 

βはせん断剛性の低下を骨材の噛合いの影響を考慮して決定する。βについては数多くの実験結果

から算定式が提案されているが、本研究ではひび割れひずみによって決定する以下の式を採用し

た[6] 

 

0

1
/

1 4447cr
cr

β G G
ε

 


              式(9) 

 

 

 鉄筋は降伏強度に達する前では線形弾性体とし、降伏強度後の変形では応力一定を保つことと

した。本来、ひずみ硬化を考慮する必要があるが、本解析では解析対象とする試験体では鉄筋が

降伏するケースを想定していないため、降伏後の鉄筋の応力―ひずみ関係の挙動は解析結果に影

響を及ぼさないと考え、簡易なモデルとした（図 1.4-61）。 

 

 

図 1.4-61 鉄筋の応力ひずみ関係 

 

 次に付着挙動であるが、本検討では鉄筋とコンクリート界面の付着は完全付着として仮定した。 

最後に、収縮ひずみ、温度ひずみ、クリープひずみの取り扱いについて述べる。瞬間弾性ひず

みとクリープひずみの和は使用状態の応力の範囲において、作用応力に比例すると考えることが

できる。さらに応力に起因するひずみと体積変化に起因するひずみも重ね合わせることが可能で

あると考える。従って時間とともにコンクリートの作用応力と物性値が変化するとき、１軸下の

作用応力とコンクリートの収縮によって生じる全ひずみは次の式で与えられる。なお、クリープ

解析の概念図を図 1.4-62 [7]に示す。 

 

       1/2 1/2 , , 1/2 1
1

, ,
i

x i c i j T as ds ixj
j

t J t t t t     


               式(10) 

ここに、 
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 2/1ix t ：区間 i の終点時の全ひずみ 

 xjc ：区間 j で生じる x 軸方向の増分応力 

   
 

28,

2/1

2/1

,1
,

c

ji

jc
ji E

tt

tE
ttJ


 


：クリープ関数 

 ji tt ,2/1 ：載荷時材齢 tj、着目材齢 ti+1/2 時のクリープ係数 

 jc tE ：有効材齢 tj 時のヤング係数 

28,cE ：標準養生材齢 28 日のヤング係数 

 12/1,, , ttidsasT  ：t1 から ti+1/2 までの増分温度、収縮ひずみ 

 

式(11)を用いて区間 i-1/2 と区間 i+1/2 の終点におけるひずみ差を求めることにより、次式に示す

区間 i の増分ひずみが得られる。 

      
     

       

  

 

 

  

  




   


  

    

       





1/ 2 1 1/ 2

1/ 2 , , 1/ 2 1
1

1

, ,1 1/ 2 1 1/ 2
1

, ,

   , ,

c i ixi x x

i

c i j T as ds ixj
j

i

c j T as ds ji ixj
j

t t

J t t t t

J t t t t

 

   

       

1/ 2

1
1/ 2 ( 1) 1/ 2

, ,
1 ,28

,

, ,
     

c i ixi

i
i j i j

c T as dsxj xi
j c

J t t

t t t t

E



 
 




  




 

 
    

  


                 式(11) 

ここに、 

 xic ：区間 i で生じる増分全ひずみ 

 xic ：区間 i で生じるコンクリートの増分応力 

 
xidsasT ,, ：区間 i で生じる増分収縮ひずみと温度ひずみの和 
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 
 

  　）（）（









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


















 








xidsasT

i

j
jiji

c

xjc
xic

ii
c

c

ic
xic tttt

Ett
E

E
tE

)(,,
)(

)(
,1

)( ,,

1

1
2/12/1

28,
2/1

28,







     式(12) 

 

よって区間 i での全応力は次式によって求められる。  

     xicicxicx tt   1                式(13) 

以上を    E  を用いて整理すると、 

     ）（）（



























 




 idsasT

i

j
jiji

c

xjc
icicic tttt

D
D }{,,

}{
}{ }{ ,,

1

1
2/12/1

28,




          式(14) 

式(14)の応力ひずみ関係を用いて荷重を計算すると、 

          


































V

dsasT

i

j
jiji

c

xjc
icic

T dVtttt
D

DBP }{,,
}{

}{ ,,

1

1
2/12/1

28,




 ）（）（  式(15) 

区間 i-1 までの応力ひずみ状態が既知であり、区間 i での増分全ひずみが分かれば式(15)を展開

して、増分収縮ひずみ、増分温度ひずみ、過去の応力履歴により生じる増分クリープひずみを等

価節点力として与える。等価節点力とはひずみを等価な節点力に換算したものである。以下にそ

の式を示す。 

 

           

     

1

1/ 2 1/ 2 , ,
1 ,28

{ }
, ,

i
T Tc xj

c i j i j c T as dsi i i
j cV V

T

c c ii
V

P B D t t t t dV B D dV
D

B D dV


  





 


 
          

 

 



（ ）（ ）

　

     式(16) 

 

ここに、 

        




















V

i

j
jiji

c

xjc

ic
T dVtttt

D
DB

1

1
2/12/1

28,

,,
}{

）（）（ 


：過去の応力履歴により生じる増分クリ

ープひずみによる等価節点力 

      
V

idsasTic
T dVDB ,, ：増分収縮ひずみおよび温度ひずみによる等価節点力 

 

以上のように、クリープひずみ、自由ひずみを等価接点力として評価し、時間依存性解析を実施

することとした。 
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図 1.4-62 クリープ解析の概念図 [7] 
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⑦ 解析に用いたメッシュ 

解析に用いたメッシュを、仕様 a と仕様 b について、それぞれ図 1.4-63 と図 1.4-64 に示す。 

 

1)立体図                               2)横筋配筋図 

 

3)全体配筋図(ダブル配筋)              4)側面要素分割 

 

5)底版&縦筋図                  6)底版要素分割 

 

図 1.4-63 解析に用いた仕様 a のメッシュ図 
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1)立体図                          2)配筋図（シングル配筋） 

 

 

3)側面要素分割            4)底版要素分割 

 

図 1.4-64 解析に用いた仕様 b のメッシュ図 
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2)仕様 b の解析結果 

①ボックスの含水率分布 

1.5×1.5×1.1m の高濃度汚染物質保管ボックスを解析対象物（仕様 b）とし、コンクリートは十

分に硬化したものと仮定して解析を行った。壁と底版の厚さは 100mm である。鉄筋の配筋はシ

ングル配筋とする。周囲の相対湿度は、外部は 60%、内部は 30%の値を採用した。 

 

 

図 1.4-65 材齢 28 日の含水率分布 

 

 

図 1.4-66 材齢 1 年の含水率分布 
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図 1.4-67 材齢 10 年の含水率分布 

 
図 1.4-68 ボックスの壁の厚さ方向の含水率分布 

 

図 1.4-69  ボックスの壁の長手方向の含水率分布 
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図 1.4-65、図 1.4-66、図 1.4-67 は材齢 28 日、1 年、10 年の含水率の分布を 3 次元で表した図で

ある。ただし、これらはセメントペーストあたりの含水率として検討している。 

図 1.4-68、図 1.4-69 は下からの高さの 60mm の位置での含水率をまとめた図である。図 1.4-68 で

は、 

図厚さ方向の含水率を材齢 28 日、1 年、10 年の値を取り、どのように変化をするかを示す。

図 1.4-69 では、壁部分の中央の含水率の変化を中央部からの位置と含水率の関係で示す。 

 

②主応力、クラック相当ひずみの分布 

図 1.4-70 に解析の結果、得られた変形図を示す。変形図は 50 倍として示している。 

 

 

変形図-真横視点(倍率 50 倍)       変形図-真上視点(倍率 50 倍) 

 

変形図-立体図(倍率 50 倍) 

 

図 1.4-70 仕様 b における変形図 
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図 1.4-71  壁の一面の時間経過に伴う最大主応力の変化（28 日、1 年、10 年） 

       

図 1.4-72  時間経過に伴う最大主応力の変化 

 

図 1.4-71 は壁の一面の 28 日、1 年、10 年のときの最大主応力の分布を表した図である。左か

ら順番に材齢 28 日、1 年、10 年の最大主応力の分布である。青の方に近いと最大主応力が 0N/mm2

に近い値を示し、赤の方に近ければ近いほど大きい引張応力を受けることを示す。 

 図 1.4-72 は壁の一面の中央部の高さ方向の最大主応力の変化と高さ 60mm の部分の水平方向の

最大主応力の変化を示した図である。材齢 28 日のときは、応力は 0N/mm2でほとんど発生しない。

他の部材と接する部分では 1N/mm2 の以下の引張応力が発生する。材齢 1 年のときは、 壁面の全

体的に 2 ~ 2.5N/mm2の範囲の引張応力が発生する。その以降は最大主応力の分布の変化が少ない。 

 図 1.4-73 は材齢 10 年のボックス壁 4 面の最大主応力の分布を示す。乾燥面の中央部より他の
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壁との接触部と近い部分で比較的に大きい引張応力を受ける傾向は 4 面で確認された。 

 

 

図 1.4-73  ボックスの各壁の材齢 10 年の最大主応力分布 

 

③クラック相当ひずみとひび割れ幅 

図 1.4-74 に、壁の一面の 28 日、1 年、10 年のときの時間経過に伴うクラック相当ひずみの変化

を、また、表 1.4-20 に各壁の最大ひび割れ幅を示す。また、図 1.4-75、図 1.4-76 では壁の天端と

高さ 30mm の部分でのクラック相当ひずみが時間経過による変化を示した。天端の場合は、初期

にクラック相当ひずみの値が決まり、時間経過による変化はみられない。高さ 30mm の部分の場

合は、28 日から 1 年の間では増加するが、その後はほとんど変化しない。図 1.4-77 は、材齢 10

年の各壁のクラック相当ひずみの分布を示す。天端のひび割れは初期に発生するが、時間経過に

よるひび割れ幅の増加は少ない。壁面内で発生するひび割れは材齢 28 日から材齢 1 年の間にひび

割れ幅が増加し、その後の時間経過によるひび割れ幅の増加は少ない。図 1.4-77 でも示されてい

るが、天端のひび割れと壁面内のひび割れがつながる場合とつながらない場合と比べてひび割れ

幅の増加が大きい。図 1.4-77 の左上から右下まで壁番号を順番に 1、2、3、4 にし、最大ひび割

れ幅の値を整理して示す。 
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図 1.4-74  壁の一面の時間経過に伴うクラック相当ひずみの変化（28 日、1 年、10 年） 

 

表 1.4-20  各壁の最大ひび割れ幅(単位：mm) 

壁番号 1 2 3 4 

28 日経過 0.12 0.14 0.11 0.14 

1 年経過 0.17 0.17 0.12 0.19 

10 年経過 0.17 0.18 0.12 0.19 

 
図 1.4-75 壁の天端のクラック相当ひずみの変化（28 日、1 年、10 年） 

 
図 1.4-76 高さ 30mm の部分のクラック相当ひずみの変化（28 日、1 年、10 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4-77 材齢 10 年の各壁のクラック相当ひずみの分布 
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ボックスの底版では、十字形のひび割れの発生が確認された。図 1.4-78 では底版の二つの方向

に対してクラック相当ひずみの分布を示す。図 1.4-79 は水平方向線上と垂直方向線上でのクラッ

ク相当ひずみ分布をグラフで示す。垂直方向に発生したひび割れ幅は 0.42mm であり、 水平方向

に発生したひび割れ幅は 0.36mm である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4-78 ボックスの底版の二つの方向のクラック相当ひずみ分布 

 

図 1.4-79 底板のクラック相当ひずみ分布 

 

(c)仕様 a の解析結果 

①含水率 

1.7×1.7×1.2m の寸法の高濃度汚染物質保管ボックスを解析対象物（仕様 a）とし、 圧縮強度、 

割裂引張強度、ヤング率は仕様 b と同じ値を用いて解析を行った。周囲相対湿度も仕様 b と同じ

条件を用いた。壁の厚さは 150mm である。 

図 1.4-80 は材齢 28 日の含水率分布を示す。図 1.4-81、図 1.4-82 は高さ 600mm の部分に対して

壁の厚さ方向と壁内部の長手方向の含水率分布の時間による変化を示す。壁の厚さが仕様 b と比

べて厚いので含水率の変化が遅く進行することが確認された。 
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図 1.4-80  仕様 a の材齢 28 日の含水率分布 

 

図 1.4-81  仕様 a の壁の厚さ方向の含水率分布 

 

図 1.4-82  仕様 a の壁内部の長手方向の含水率分布 
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②最大主応力 

図 1.4-83 に解析の結果、得られた変形図を示す。変形図は 50 倍として示している。 

 

変形図-真横視点(倍率 50 倍)       変形図-真上視点(倍率 50 倍) 

 

変形図-立体図(倍率 50 倍) 

図 1.4-83 仕様 a における変形図 

 

図 1.4-84 は壁の一面の時間経過による最大主応力の分布の変化を示す。左から順番に材齢 28

日、1 年、10 年のときの最大主応力の分布である。青の方に近いと圧縮応力を、赤の方に近いと

引張応力を受けることを意味する。 

 図 1.4-85 は図 1.4-84 に示す壁の一面の時間経過による最大主応力の変化をグラフで示す。高さ

60mm の部分の水平方向の最大主応力分布と中央部の垂直方向の最大主応力分布を示す。仕様 b

は材齢 1 年以降には最大主応力の変化が少ないが、仕様 a は壁厚が厚いために材齢 1 年以降も最

大主応力が増加する傾向を示す。 

 図 1.4-86 は各壁に関して材齢 10 年の最大主応力分布を示す。壁全体に渡って引張応力を受け

る傾向が各壁で確認された。 
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図 1.4-84  壁の一面の時間経過に伴う最大主応力の変化（28 日、1 年、10 年） 

 

 

図 1.4-85  時間経過に伴う最大主応力の変化 
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図 1.4-86  各壁の材齢 10 年のときの最大主応力分布 

 

③ひび割れ幅 

図 1.4-87 は壁の一面の時間経過によるクラック相当ひずみの変化を示す。左から順番に材齢 28 日、

1 年、10 年のクラック相当ひずみ分布である。図 1.4-88 は材齢 10 年の最大クラック相当ひずみの値

が確認された高さ 1m での水平方向のクラック相当ひずみ分布の変化を示す。 

 壁厚が 100mm でシングル配筋の仕様 b では材齢 28 日から材齢 1 年の間にクラック相当ひずみが増

加し、その以降は変化が少なかった。壁厚が 150mm でダブル配筋の仕様 a の場合は材齢 28 日のクラ

ック相当ひずみから局所的に増加する傾向を示す。図 1.4-89 では-600mm、200mm、600mm の部分の

3 ヶ所で局所的に増加する結果が確認された。 

仕様 a では、他の壁と接する部分の近くで天端から発生するひび割れの進行が特徴である。左

下の壁のクラック相当ひずみ分布をみると壁の中央部で発生するひび割れと天端から発生するひ

び割れがつながると中央部でひび割れが進行する傾向を示す。仕様 b でも壁面の中央部より他の

壁と接する部分の近くで比較的に大きいクラック相当ひずみが確認されたが、仕様 a でも同じ傾

向が確認できた。仕様 a の場合は、鉄筋の配筋方法としてダブル配筋を採用したため、鉄筋の効

果で局所的にひび割れが発生したと考えられる。 

 

 

 

 

 

図 1.4-87 壁の一面の時間経過に伴うクラック相当ひずみの変化（28 日、1 年、10 年） 
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図 1.4-88 高さ 1m の部分でのクラック相当ひずみ分布の変化 

 

図 1.4-89 材齢 10 年の壁 4 面のクラック相当ひずみ分布 

 

表 1.4-21 は、図 1.4-89 の左上の壁面から右下の壁面まで順番に 1、2、3、4 の番号を付け、番

号に対応する壁面の最大ひび割れ幅を示す。仕様 b と比べ、全体的に 0.1~0.2mm 程度ひび割れ幅

が小さいことが確認された。 

 図 1.4-90 は材齢 10 年の底版の二つの方向に対するクラック相当ひずみ分布を示す。底版全体

に渡って 2×10-4mm の前後のクラック相当ひずみの値を示す。仕様 b 場合は壁で発生する中央部

のひび割れと連成して底板に十字形のひび割れが発生した。仕様 a の場合は壁の天端に発生する

ひび割れから進行するひび割れであるため、 底版のひび割れ発生に影響を及ぼさなかったと考え

られる。底版のひび割れ制御には、 壁のひび割れの制御が効くと考えられる。  

 

表 1.4-21 各壁の最大ひび割れ幅(単位：mm) 

壁番号 1 2 3 4 

28 日経過 0.11 0.11 0.16 0.12 

1 年経過 0.12 0.14 0.16 0.14 

10 年経過 0.14 0.15 0.19 0.15 
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図 1.4-90 材齢 10 年の底版の二つの方向に対するクラック相当ひずみ分布 

 

(5)まとめ 

焼却飛灰に万が一水が供給され、コンクリートの表面保護層が破損した場合に起きる現象につ

いて検討した。検討内容は、鋼材腐食、化学的劣化、乾燥収縮である。 

鋼材腐食については、塩素濃度が一定値を超えると鋼材上の不導体被膜が破壊され、腐食状態

となるが、濃度が高いからと言って著しい腐食速度の増加が認められるわけではなかった。より

詳細な考察は必要であるが、発錆に関しては、限界塩素濃度を超えるかどうかが重要であるとい

う結果を得た。腐食速度は、より長期の暴露により評価を進める予定である。 

化学浸食については、焼却飛灰から発生すると想定される濃厚塩水の各成分の影響を個別に実

験し、その後、模擬抽出液により現象を再確認した。Ca イオンを含まないアルカリ塩化物系では、

反応性骨材からアルカリシリカゲルの発生が認められたが、ひび割れもなく、3CaO･CaCl2･15H2O

（3-1-15）の生成は認められなかった。塩化 Ca 溶液では、30％の条件で 5℃と 20℃でひび割れが

認められ、3-1-15 の発生も顕著であった。アルカリの存在は 3-1-15 の生成を抑制し、ひび割れも

軽減される。模擬溶液でも 3-1-15 の生成は認められたが、ひび割れまでには至らなかった。今後、

劣化が生じる可能性もある。フライアッシュを添加することで、3-1-15 の生成は抑制でき、今後

の劣化もないものと想定できる。 

CaCl2 が存在すると、コンクリートと直接接触していなくても、気相を介して吸湿が起きる。

また直接接すると、わずかながら Cl はコンクリートに浸透していく。ただし、CaCl2 の飽和能で

ありながら、Cl 浸透は 1mm 程度と限定的であり、その原因は不明確である。コンクリートピッ

トを模擬して、コンクリートの変形を画像層間法により評価した。その結果、材齢とともに収縮

が進行する状況、普通コンクリートと対策コンクリートの差を評価でき、対策コンクリートのほ

うが水分移動が抑制され、フライアッシュを添加し水セメント比を小さくしたコンクリートが望

ましいことが分かった。さらにコンクリート容器を模擬し、変形挙動を解析した結果、長期的な

ひび割れ挙動をコンクリート容器の配筋状況などをもとに詳細に予測できた。 
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1.4.4 アルカリ骨材反応抑制対策 

(1)考慮すべき点 

長期間にわたりひび割れを許容しないコンクリートを設計・施工するには、複数の観点からの

対策が必要であるが、ここではアルカリ骨材反応（ASR）の観点から議論する。 

現在も JIS に ASR 対策は提示されているが、それは完全なものではなく、1986 年の制定当時に

許容できる範囲と考えられた抑制対策であり、適応場所によってはより確実な抑制対策を考える

べきものである。焼却飛灰を長期間にわたり処分することを考えると、一つは、焼却飛灰に含ま

れる塩化物イオンの影響を考えることができる。セメント水和物と塩化物イオンが反応すると、

イオン交換反応により OH イオンが放出され、空隙水中の pH が上昇し、ASR が促進される可能

性がある。ただし、CaCl2 が多く含まれる場合には、液相 pH の上昇は限定的であり、飛灰溶液で

の検討が必要である。 

もう一つは、骨材のアルカリ反応性試験方法の不完全さにある。最新の研究では、日本で用い

られている化学法、モルタルバー法には限界があることが広く認識されている。しかし、日本の

規準はこれらの限界に対応したものとなっていない。そこで、汚染焼却飛灰の処分を考えると、

最新の手法を取り入れたコンクリートの ASR 抑制対策が求められる。世界的には、コンクリート

プリズムを用いた促進膨張試験が最も信頼性が高いと考えられているため、国内の反応性骨材に

ついてこの手法を適用する。 

骨材の反応性試験、あるいはコンクリート配合の膨張試験は、未来永劫、コンクリートが ASR

膨張しないことを保証するものではない。ある有限の期間に有害となるひび割れが起きないと考

えられるレベルを人為的に設定したものである。そこで、ここでは、ASR 膨張を促進試験の結果

を用いて予測することも試みる。 

 

(2)継続測定：焼却飛灰模擬抽出液と温度とアルカリ量、アルカリラッピングの効果の予備検討 

2014 年度に開始した膨張試験の継続測定結果を示す。使用材料の詳細は 2015 年度も同じであ

るので、事項で詳述する。表 1.4-22 に実験水準を示す。 

 

表 1.4-22 継続測定した試験体の水準 

 
 

図 1.4-91 に焼却飛灰抽出模擬溶液に浸漬させた反応性の安山岩（A2）を用いたコンクリートの

膨張挙動を示す。No.22 は、No.21 のコンクリートを単に水中に浸漬したものである。反応性骨材

ではあるが、アルカリ総量は十分に少ないため、水中では膨張しない。このコンクリートを模擬

溶液に浸漬すると、数 10 日で 0.2%の著しい膨張を示し、その後は安定した値を示した。質量変

試験体番号
(No.)

試験方法
使用反応性

骨材
反応性骨材の
粗／細骨材別

反応性骨
材

混合率
使用ｾﾒﾝﾄ

養生温度
（℃）

アルカリ総量

（ｋｇ/ｍ₃）

21 焼却飛灰模擬液に浸漬 OPC
23 焼却飛灰模擬液に浸漬 FA30%
26” AAR-4 アルカリ湿布(1.5N) 3.0
27” AAR-4 アルカリ湿布(1.5N) 4.25
28’ AAR-4 5.5
28” AAR-4 アルカリ湿布(1.5N) 5.5
31’ AAR-4 100% 5.5
34” AAR-4 アルカリ湿布(1.5N) 30% 40 5.5

60

1.856
(ｾﾒﾝﾄのみ)

OPC

30%
骨材A2 粗
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化は、水中では若干の減少で溶脱を示唆した。一方、模擬溶液中では 2.5%の質量増加を示し、な

んかの反応が起きたことを示している。No21 の普通ポルトランドセメントを ASR 抑制効果があ

る石炭火力発電所から産出されるフライアッシュで 30%を置換すると、質量変化は 1%の増加を

示したものの、膨張は 1.5 年にわたり抑制されている。 

この結果に基づくと、焼却飛灰の処分施設において、コンクリート表面の防食層が破損するこ

とを考えると、コンクリートは普通ポルトランドセメントではなく、置換率の高いフライアッシ

ュセメントで製造することが必要である。 

 

 
図 1.4-91 焼却飛灰抽出模擬溶液に浸漬させた反応性骨材(骨材 A2)を用いた試験体の 

膨張率および質量変化率 

 

図 1.4-92～93 に、CPT の継続測定の結果を示す。この試験により、以下の結果を得た。 

・ 60℃養生、アルカリ湿布（AW）を行った試験体は、アルカリ総量が多いほど膨張率が高くな

った。また、アルカリ量に依存せず、何れも養生初期から膨張し、材齢が進むと膨張は収束

した。 

・ AW の有無（26”と 28’との比較）では、膨張率に大きな差異は無く、むしろ AW なしの方が

膨張率は高かった（原因不明）。しかしながら、AW なしは質量変化率は少なく、十分な吸水

はしない、あるいは、乾燥を生じたと考えられる。 

・ 骨材 A2 を 100%使用した 31’（AW なし）は、30%使用した 28’（AW なし）と比較して、膨

張率は低くなったが、膨張パターンは異なり、材齢 14 日で膨張し、以後、膨張の増加は無か

った。 

・ 40℃養生は 60℃養生と比較して（26”と 34”、何れも AW）、材齢初期の膨張率は小さいが、材

齢が進むに従って膨張率は大きくなり、膨張が収束する傾向は見られない。一方、質量変化

率は 40℃養生の方が大きい。 
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図 1.4-92 継続測定における膨張率(骨材 A2) 

 

 

図 1.4-93 継続測定における質量変化率(骨材 A2) 

 

(3)CPT による ASR のアルカリ濃度と温度依存性 

2014 年度の結果から、CPT においてアルカリ濃度と温度が複雑な影響を及ぼすことが分かった

ため、骨材を反応性と安山岩とチャートとし、両者の交互作用を調べた。 

 

1)使用材料 

普通ポルトランドセメントは、太平洋セメント株式会社熊谷工場品を、フライアッシュ は JIS 

Ⅱ種、東北電力 能代産を用いた。 

 使用骨材として、急速膨張性骨材、遅延膨張性骨材、および非反応性骨材を用いた。用いた骨

材を表 1.4-23 に示す。各骨材を粉砕した試料を用いて、蛍光 X 線分析により求めた化学組成を表

1.4-24 に示す。 

 骨材 A2、骨材 T および骨材 G,H について、粉末Ｘ線回折によって相組成を求めた[8]。さらに

各骨材について、厚さ 15μm 程度の鏡面研磨薄片を作製し、偏光顕微鏡および反射顕微鏡下で構

成鉱物と組織の観察を行った。 
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表 1.4-23 使用した骨材一覧 

骨材 要求特性値 産地 調整 

A2 

急速膨張性骨材：平成 25 年度の骨材 A2 と同じ砕石場から採取

した骨材であり、著しい組成ペシマム現象を示すオパールを含有

し、アルカリ総量 3kg/m3 未満で膨張することが確認されている

東北
原石を破砕、篩い分け

したもの 

T 
遅延膨張性の粗骨材：平成 25 年度の骨材 T と同じ砕石場から採

取した骨材であり、チャートであることが確認されている。 
中部

コンクリート用骨材と

しての流通品 

G、H 
非反応性骨材(同じ供給源)：平成 25 年度の骨材 T と同じ砕石場

から採取した骨材であり、非反応性骨材であることをが確認され

ている 
九州

同一の石灰石鉱山から

産出されるコンクリー

ト用石灰石骨材を入手

 

表 1.4-24 使用骨材の化学組成(単位：mass%) 

骨材 ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O TiO2 P2O5 MnO Cl Total 
A2 4.92 63.31 14.06 5.38 4.58 0.98 0.06 3.94 1.39 0.64 0.19 0.20 0.000 99.65
T 0.86 95.24 2.38 0.57 0.03 0.16 0.01 0.04 0.55 0.07 0.02 0.01 0.002 99.94

G、H 43.57 0.35 0.14 0.11 54.66 0.44 0.00 0.00 0.01 0.02 0.02 0.00 0.000 99.32

 

骨材 A2：主に斜長石と ASR 反応性鉱物であるクリストバライトが高強度で検出され、その他、

菱鉄鉱（FeCO3）、石英、ドロマイト（CaMg(CO3)2）が検出された。なお、偏光顕微鏡下で認めら

れたオパールとガラスは非晶質であり、結晶面間隔の測定により物質同定を行う粉末 X 線回折で

は検出が困難である。また、偏光顕微鏡下で認められた炭酸塩鉱物は、菱鉄鉱（FeCO3）とドロ

マイト（CaMg(CO3)2）であることが判明した。 

斑状組織を示す安山岩である。斑晶は、斜長石、輝石、不透明鉱物のほか、アパタイトの微斑

晶をごく少量含む。石基は、斜長石、クリストバライト、輝石、不透明鉱物、およびガラス※1 か

ら構成される。輝石は斑晶と石基に含まれるもののいずれとも、ほぼ完全に、スメクタイト、オ

パール、炭酸塩鉱物などに変質している。また、岩石中には微細な割れ目が多く分布し、これを

充填するように炭酸塩鉱物、オパール、カルセドニー、石英が生成している。オパールの表面に

は、クリストバライトの粒状結晶が生成している場合がある。ASR 反応性鉱物として、オパール、

ガラス、カルセドニー、および多量のクリストバライトを含む。 

 

骨材 T：石英のみ検出され、粉末 X 線回折のみで同定できる ASR 反応性鉱物は検出されなかっ

た。偏光顕微鏡観察によると、主に隠微晶質石英からなり、微量の粘土鉱物、不透明鉱物などを

伴う。また、石英やカルセドニーからなる脈が多く分布する。放散虫化石殻を含む部分では内部

をカルセドニーが置き換えている。一部に、スタイロライトを伴って、鉄酸化物や粘土鉱物など

の不純物の濃集した部分が認められる。ASR 反応性鉱物として隠微晶質石英、カルセドニーを含

む非変成のチャートである。 

 

骨材 G （H）：方解石が検出された。粉末 X 線回折で同定できる ASR 反応性鉱物は検出されなか

った。偏光顕微鏡観察では、方解石のみから構成され、石英粒子や粘土鉱物などの不純物は認識

されない。微晶質ないし隠微晶質な方解石からなるミクライト質な基質と、脈状にあるいは化石

が置き換えられるなどにより粗粒方解石に再結晶した部分とからなる。ASR 反応性鉱物は含まな

い。 
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2)試験水準およびコンクリート配合 

実施した試験水準を表 1.4-25 に示す。コンクリート配合は、W/B=50%、単位セメント量 160kg/m3、

細骨材率 45%一定とした。骨材は、急速膨張性骨材（粗骨材）を用いる場合は、粗骨材量の 30wt%

使用したペシマム配合とし、残りの粗骨材および細骨材には非反応性骨材を用いた。遅延膨張性

骨材を用いる場合は、ペシマム配合とせず、粗骨材として用いる場合（No.40）は細骨材を非反応

性骨材とし、細骨材として用いる場合（No.41～48）は粗骨材を非反応性骨材とした。 

アルカリ総量は、特級試薬 NaOH を予め練混ぜ水に溶かして添加して調整した。なお、アルカ

リ総量には、セメントおよびフライアッシュ中のアルカリ量も含む。また、目標空気量は 4.5±1.5%

とし、目標スランプはコンクリートが打設できる範囲とし、AE 減水剤（ポゾリス No.70）および

AE 助剤（マイクロエア 303A。但し FA を置換した水準はマイクロエア 785（FA 用）を使用）を

用いて調整した。練混ぜ直後のフレッシュ性状は表 1.4-25 に併せて示す。 

 

表 1.4-25 AW-CPT 試験における試験水準およびコンクリートのフレッシュ性状 

No. 骨材 養生温度 
アルカリ総量

（kg/m3） 
セメント 

フレッシュ性状 
ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 空気量(%)

40 T(細) 60℃ 5.5 

普通ｾﾒﾝﾄ 

1.1 2.8 
41 

T(粗） 

60℃ 

5.5 13.0 3.5 
42 4.75 11.5 4.6 
43 4 14.0 3.9 
44 3 16.0 3.3 
45 

40℃ 
5.5 (13.0) (3.5) 

46 4.75 (11.5) (4.6) 
47 4 (14.0) (3.9) 
48 20℃ 5.5 (13.0) (3.5) 
49 

A2 

60℃ 
3 15.0 4.5 

50 2.5 12.0 4.3 
51 2 9.5 3.4 
52 

40℃ 
5.5 7.0 3.7 

53 4.25 3.5 3.5 
54 3 (15.0) (4.5) 
55 

20℃ 

5.5 (7.0) (3.7) 
56 4.25 (3.5) (3.5) 
57 3 (15.0) (4.5) 
58 2.5 (12.0) (4.3) 
59 A2-FA15 

60℃ 
5.5 FA15wt%置換 15.0 4.8 

60 A2-FA30 5.6 
FA30wt%置換

18.0 4.3 
60+ A2-FA30 5.5 － － 

( )内は、温度条件の異なる他の水準と同じコンクリートを使用 

 

3)養生および膨張率測定法 

 試験法は、日本コンクリート工学会、ASR 診断の現状とあるべき姿研究委員会報告書、小型コ

ンクリートプリズムを用いた ASR 促進試験方法（案）[9]に準拠した。 

 アルカリラッピング（AW）は、不織布 1 枚を用い、1.5N NaOH50g を含浸させてコンクリート

試験体に巻きつけた。 

 60℃養生の水準はステンレス製容器を用い、また、40℃および 20℃養生の水準はプラスチック

丸型容器（トスロン）を用いて養生した。 
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4)結果 

 試験を行った水準の膨張率測定結果を図 1.4-94 および図 1.4-95 に、質量変化を図 1.4-96 およ

び図 1.4-97 に示す。 

 

 
図 1.4-94 AW-CPT 試験での膨張率（骨材 A2） 

 

 
図 1.4-95 AW-CPT 試験での膨張率（骨材 T） 
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図 1.4-96 AW-CPT 試験での質量変化率（骨材 A2） 

 

 

 

図 1.4-97 AW-CPT 試験での質量変化率（骨材 T） 
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・ 60℃ではアルカリ濃度依存性が顕著であるが、40℃では差がほとんどなくなる。20℃では、

膨張開始時間に強い影響を与える。 

・ フライアッシュは膨張開始時間には影響しないが、膨張速度を低下させる。 

・ 用いた安山岩とチャートを比べると、膨張量自体には差があるが、温度とアルカリ総量の影

響は同様に表れた。 

・ 質量増加と膨張量の間には直接的相関はない。 

・ 温度が高いほうが質量増加は少ない。 

・ アルカリ量が多い方が質量増加は少ない。 

・ 質量増加は高温では飽和している。 

・ フライアッシュを添加しても質量増加は認められる。何からの反応は起きているが、膨張に

はつながらないと想像できる。 

・ 20℃にておい膨張が認められない場合も、著しい膨張を示した水準と同程度のレベルで質量

増加は起きている。 

 

(4)膨張挙動の予測 

1)概要 

放射能汚染した焼却飛灰などの廃棄物を処分する施設において、コンクリートの利用は遮断性

能、遮蔽性能の長期間の保持の観点からも有用と考えられる。コンクリートの耐久性は、材料特

性、環境等に応じて劣化予測に基づいて設計されるが、アルカリシリカ反応（ASR）による膨張

については劣化予測する手法が確立されていないため、環境条件や構造物の重要度に応じた抑制

対策や維持管理での対応を困難としている。本研究では、温度およびアルカリ総量を変えた ASR

のコンクリートプリズム試験（CPT）によって得られた膨張曲線から実環境にける将来の膨張予

測を行い、暴露試験体と比較することで ASR 膨張予測及ぼす要因について検討を行った。 

 検討結果は 2014 年度コンクリート技術大会にて公表し、以下は、そのデータである。 

 

2)方法 

ASR 反応性骨材として、骨材 A および骨材 D を用いた H25 年度取得データを用いた。CPT は、

60℃における試験は RILEM AAR-4 に準拠し、成形したコンクリートをステンレス容器に入れ、

湿空条件下 60℃養生としたものである。但し、骨材 D については、AAR-4 と同様に 60℃養生で

あるが、試験体サイズは 10x10x40cm であり不織布による湿布養生としている。ASR 膨張予測法

は、既往の文献[10]に準拠した。 

 

3)結果 

(a)アルカリ総量と最大膨張率ε∞との関係 

アルカリ総量を変えた CPT の結果から得られた最大膨張率ε∞を用い、図 1.4-98 にアルカリ総

量との関係として示す。但し、骨材 D については、アルカリ総量を変えた CPT は実施していな

いため、FA 置換によってアルカリ総量が見かけ上減少したと仮定してプロットした。これは、FA

や高炉スラグ微粉末などの混合材種類と置換量に依存せずASR膨張率と液相OH-濃度とは比例関

係を示し、液相 OH-濃度は液相アルカリ量によって定まるとした既往の研究[11]に基づいており、
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A30FA25 の CPT 配合はアルカリ総量 5.5kg/m3 であるが、骨材 A のアルカリ総量とε∞との直線

回帰式から、FA を 25%置換することで見かけのアルカリ総量が計算上 3.23kg/m3 に低下したとみ

なし、骨材 D を用いた D100FA25 のアルカリ総量は見かけ 3.23kg/m3 に、さらに FA 置換量とアル

カリ減少量は比例関係にあると仮定して D100FA15 のアルカリ総量は見かけ 4.04kg/m3 になると

している。図 1.4-98 より、A 配合（骨材 A 使用率 30%）の限界アルカリ総量（膨張を生じないア

ルカリ総量、以下 Rlim）は 1.79kg/m3、骨材 D（使用率 100%）の限界アルカリ総量 Rlim は 3.07kg/m3

と算出された。 

 これらの結果より、骨材 A は、アルカリ総量規制 3.0kg/m3 でも膨張を生じる可能性があり、骨

材 D は JIS 化学法および JIS モルタルバー法で無害ではあるが、アルカリ総量が 3kg/m3 越えた場

合には膨張を生じる可能性があることが分かる。また、骨材 D は AAR-4 による膨張性の判断基

準である 20 週 0.04%を越えたことから、このような遅延膨張性を示す骨材においても 60℃の加

速試験で反応性を検知できると考えられる。 

 

図 1.4-98 CTP におけるアルカリ総量と最大膨張率 ε∞との関係 

 

(b)実環境での膨張予測と暴露試験体との比較 

CPTに用いた骨材 Aと同じ産地の骨材で作製したコンクリートの暴露試験体の膨張率変化の結

果[12]を用い、CPT の結果から暴露環境の温度およびアルカリ総量での膨張を予測した結果を図

1.4-99 に示す。ここで、既往の研究[10]では、CTP のアルカリ濃度依存性データが無いため、CSA 

A23.2-27A を参考に高い反応性を持つ骨材の Rlim は 1.2kg/m3 と仮定して骨材 A に適用している

が、本研究では、前項に従って Rlim を求めたのでこの値を用いた。なお、膨張予測では、環境温

度は年間の温度気温変化を考慮せず、暴露環境付近の年平均気温である 17℃一定条件として計算

した。その結果、膨張曲線の傾向は暴露試験体と異なり、材齢初期は予測での膨張率が高く、材

齢が進むに従い逆に暴露試験体の膨張率が大きくなった。しかしながら、アルカリ総量に応じて

膨張率が低下する傾向は、表現できていると考えられる。 
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1.4-99 CTP を用いた膨張予測とアルカリ総量の異なる暴露試験体の膨張率測定結果 

 

(c)暴露試験体と予測との差異に関する考察 

①フィッティングの課題 

 図 1.4-100 に骨材 A を用いアルカリ総量を変えた CTP 試験結果とフィッティング結果を合わせ

て示す。暴露試験体との比較における膨張予測では、試験期間短縮のためアルカリ総量が多い

5.5kg/m3 でのフィッティング結果を用いている。図では、アルカリ総量が多くなると、CPT の膨

張は続く傾向にあるが、フィッティングでの膨張率は材齢約 0.2 年（10 週）で、ほぼ最大膨張量

ε∞に達した。すなわち、予測で用いたε∞は暴露コンクリートよりも小さく見積もり、結果と

して、材齢が進んだ場合の暴露試験体の膨張率は予測値より高くなったと考えられる。このよう

に仮定した膨張曲線が CPT の膨張曲線へのフィッティングに追従できないことは、骨材 A のよ

うな ASR 反応性の高い骨材特有の課題なのか、今後検証する必要がある。 

 

図 1.4-100 骨材 A を用いた配合での CTP 試験結果と膨張曲線へのフィッティング結果 
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②温度の違いが各パラメータに及ぼす影響 

 仮定した膨張曲線では、最終膨張量ε∞に対し、τC、およびτL は、それぞれ膨張開始の時

間および膨張速度（傾き）を決めるパラメータである。前述の検討から、アルカリ総量が少ない

場合には CTP 試験結果に比較的よくフィッティングしたことから、暴露試験体でのアルカリ総量

3.25kg/m3と近いCPT A30／アルカリ総量 3.1kg/m3から得られた各パラメータを用いて予測を行い

図 1.4-101 左に示す。予測膨張曲線は CPT アルカリ総量 5.5kg/m3 を用いた図 1.4-99 と大きな差異

は無く、暴露試験体が膨張を継続する傾向にあるのに対し予測では収束傾向にあり、これは、養

生温度が 60℃と高い CTP では膨張が抑制されることを示している。この理由として、CPT にお

ける養生温度が高いと生成した ASR ゲルがペースト中に流れ出し特に反応性の高い骨材では十

分な膨張が得られない可能性、CPT として用いた AAR-4 では試験期間中におけるアルカリの溶

脱が指摘され膨張が抑制された可能性、また、用いた膨張温度依存性を補正する活性化パラメー

タ U∞の値が小さかった可能性が考えられる。各パラメータの温度およびアルカリ総量の補正は、

既往の実験結果から導き出されたものであり、ばらつきが大きいことが指摘されている。そこで、

先の検討から影響の大きいと考えられる最大膨張量ε∞、およびτL に着目し、暴露試験体の膨張

曲線に合わせてこれらの値を任意に設定した場合について膨張曲線を図 1.4-101 右に示す。暴露

試験体の膨張はよく表現できている。ここで、予測曲線ではτC の補正は文献値 1)を用いている

ので、CPT 試験結果から適切なε∞およびτL を導き出すことができれば、実環境における ASR

膨張予測の精度を高めることができると考えられ、このためには、温度およびアルカリ総量の両

者を変えた CTP のデータ蓄積が必要となる。 

 

 

図 1.4-101 CPT A30(アルカリ総量 3.1kg/m3)から得られた各パラメータを用いた膨張予測 

(左：パラメータ補正なし、右：パラメータ補正なし) 

 

(d)まとめ 

  ASR 膨張予測に用いるパラメータの影響を検討した結果、CTP における温度およびアルカリ

総量の両者を変えたデータは少なく未だ課題は残るが、膨張パラメータの抽出および補正によっ
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て膨張挙動を予測できると考えられた。CPT を活用した実環境での膨張挙動予測は耐久性のある

構造物設計や、維持管理における JCI DD-2 のような促進膨張試験結果を用いた将来予測に活用可

能と期待される。 

 

(5)まとめ 

本項ではアルカリ骨材反応の観点から、焼却飛灰を長期間にわたり処分する際の課題を検討し

た。まず、本質的問題点を指摘し、現在の JIS の抑制対策の不備、すなわちアルカリ反応性検出

の不確実性、抑制対策の有効期間が不明な点、信頼できる試験法の開発の必要性、高濃度塩水に

よる ASR の可能性という新しい問題提起を行った。そして、それぞれの課題について、実験的検

討を行った。 

高濃度塩水の影響は、反応性の高い骨材では膨張を引き起こす可能性が分かったが、フライア

ッシュを使用することで抑制できることを示した。 

骨材のアルカリ反応性試験に限界があることは 2013 年度の検討でも指摘してきたが、コンクリ

ートの促進膨張試験により、その限界を克服できる可能性があることを示した。促進にはアルカ

リ量添加と温度増加があり得るが、双方が交互作用を有することを実験的に示した。とくに、ア

ルカリが試験中に溶脱することが分かっており、これを防止できるアルカリラッピングが重要で

あることを示した。 

将来予測については、いまだ不完全であるものの、暴露供試体の膨張挙動を予測できる可能性

があることを示した。 

 

1.4.5 コンクリートへの Cs 吸着と移動 

(1)焼却飛灰への吸湿の定式化 

焼却飛灰には高い潮解性を有する塩化カルシウムや塩化ナトリウム、塩化カリウムが含まれる

ため、これを雨水などの侵入防止対策を施した施設に長期保管したとしても、大気中からの吸湿

によって放射性セシウムが飛灰から流出し、環境汚染を引き起こす可能性がある。このため焼却

飛灰の吸湿速度を長期予測することは安全保管上重要な課題である。これまでの当該研究により、

円筒形容器の上端のみが大気に暴露されているような 1 次元系での、一定温度、一定湿度条件下

での焼却飛灰の正確な長期吸湿速度算定が明らかになった。しかしながらエアコンなしの環境下

に置かれた直方体のフレコンパックに収納された焼却飛灰のような、時々刻々変化する温度、湿

度環境下で、上面のみならず側面からも吸湿する 3 次元系複雑問題についての正確な長期吸湿速

度算定法は未だ確立されていない。しかしながらこの算定法確立なくしては、実際の長期保管安

全性を担保できない。ここでは、高度な専門能力を有する技術者により、時々刻々変化する温度、

湿度環境下での 3 次元吸湿問題を実験的、理論的に考察し、その長期吸湿速度算定法を導出した。 

 

1)小型模擬フレコンを用いた 3 次元吸着実験 

福島第一原発の事故によって広域に飛散した放射性セシウムの一部は、ごみ焼却飛灰中に濃縮

蓄積されるため、放射性セシウムを含む焼却飛灰を長期安定保管することは喫緊の社会的課題と

なっている。一般のごみ焼却飛灰に含まれる有害無機物質は鉛などの重金属類が主となるが、こ

れらはキレート処理などで不溶化処理できるので、処理後の飛灰を安全に埋めたて処分すること
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